震災復興や社会保障を口実にした庶民増税に反対する要請
政府は第３次補正予算に組み込む復興財源として、所得税の税率上乗せ、個人住民税均等割りの増額など庶民増税を打ち出す一方、大企業の法人税は実質２％の減税となる案を決定しました。
また、社会保障財源を口実に消費税を増税する方向です。被災者にも重税を課す庶民増税でなく、大企業、大資産家に応分の負担を求めることは、世界の流れでもあります。法人税減税を10年間凍結すれば、復興財源に匹敵する12兆円が確保できます。
　復興財源は庶民への増税ではなく、大企業大資産家への適正課税でまかなうこと、消費税の大増税を行なわないことを要請します。
ひとこと











ひとこと





ひとこと





ひとこと








